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２０２６年６月３日
セントラル保障株式会社
人事部長　　鴫原　公男　殿

ＪＭＩＴＵセントラル警備保障
支部

　　　　執行委員長　　　堀　一洋

労働基準法・労働組合法違反是正並びに未払い割増賃
金請求に関する【最終通告書】

​貴社人事部が現在行っている「業務に伴う更衣（着替え）時間を労働時間から除外し
、固定残業代（みなし残業）の枠内に包括（丸め込み）して処理する」という運用は、労
働基準法第24条・第32条・第37条に真っ向から違反する「組織的かつ明確な違法行
為」です。

 さらに、貴社におかれましては、労使関係の最高責任者である「人事部長の交代」と
いう重大な局面に際し、我が労働組合に対して事前の通知も事後の公式報告も一切
行わないという、極めて不誠実かつ組合を著しく軽視した対応を続けておられます。こ
れは労使間の信頼関係を根本から破壊する暴挙であり、法的にも断じて容認できま
せん。

 以下に、言い逃れ不可能な法的根拠を条文および判例に当てはめて厳格に突きつ
けます。直ちに違法運用を是正し、過去の未払い残業代を全額精算するとともに、組
合に対する誠実な対応を猛省し、直ちに報告を行うことを強く要求します。

 【法理の当てはめ：貴社運用が『完全違法』である法的根拠】

 1. 更衣時間は1分たりとも削れない「法的労働時間」である

 ［適用条文：労働基準法第32条（労働時間制限）］

 ［適用判例：最高裁第一小法廷判決 平成12年3月9日（三菱重工業長崎造船所事件
）］

 貴社は、就業規則や業務上の命令において、従業員に対して制服や作業着の着用
を義務付けています。

最高裁は、労基法第32条の労働時間について「労働者が使用者の指揮命令下に置
かれている時間をいい、客観的に定まるもの」とした上で、「就業を命じられた業務の
準備行為（更衣等）を事業所内で行うことを義務付けられ、あるいはこれを余儀なくさ
れたときは、使用者の指揮命令下に置かれたものと評価せざるを得ず、割増賃金を
支払うべき労働時間に該当する」と断定しています。

「着替えは数分だから」「まだタイムカードを押していないから」という言い訳は、最高
裁判例の前では一切通用しません。

 2. 固定残業代による「丸め込み・タダ働き」の違法性

 ［適用条文：労働基準法第37条（割増賃金）］

 ［適用判例：最高裁第二小法廷判決 平成29年7月7日（医療法人社団康心会事件）］
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 貴社人事部は「みなし残業（固定残業代）を払っているから、その範囲内だ」という歪
んだ解釈をしていないでしょうか。

最高裁判例および厚生労働省の通達において、固定残業代制度が有効となるには、
実際の残業代が固定給の額を上回った場合に「その差額を1円単位で加算して支払
うこと（差額支給義務）」が絶対条件となっています。

更衣時間を実労働時間に正しく積算した結果、固定残業時間を1分でも超過していれ
ば、その差額を支給しない行為は労働基準法第37条違反（割増賃金未払い罪）となり
ます。固定残業代は、残業を定額制にしてタダ働きさせるための隠れみの（定額働か
せ放題）ではありません。

 3. 人事部長交代の不告知は「誠実交渉義務」への明確な違反であ
る

 ［適用条文：労働組合法第7条第2号（不当労働行為・拒否の禁止）］

 ［適用判例：最高裁第三小法廷判決 昭和62年9月22日（カルピス製造事件 等）］

 労働組合法第7条2号は、使用者が正当な理由なく団体交渉を拒絶することを「不当
労働行為」として禁止しており、判例法理（誠実交渉義務）において「使用者は、単に
組合の要求に対して回答を与えるだけでなく、その主張の根拠を説明し、合意達成に
向けて誠実に交渉しなければならない」とされています。

交渉の当事者・責任者である「人事部長」が交代した事実を組合に隠蔽、あるいは報
告を怠る行為は、この「誠実交渉義務」に著しく反する不誠実な取り扱いであり、労働
組合の団結権および交渉権を侵害する不当労働行為に他なりません。

今後、健全な労使交渉を行うためにも、「人事部長が変更となった場合は、遅滞なくそ
の事実を組合へ公式に書面報告すること」を、最低限のコンプライアンスとしてここに
強く申し添えます。

 【人事部への要求および最終通告】

 当方は、日々の更衣に要した時間を秒・分単位で克明に記録した証拠（タイムスタン
プ、勤務ログ）を既に保全し、いつでも労働基準監督署および労働委員会に提出でき
る準備を完了しています。

 貴社人事部に対し、以下の対応を速やかに、かつ誠実に実行することを求めます。

1. ​更衣時間を「実労働時間」として1分単位で適切に打刻・積算する運用への即
時変更

2. ​更医時間積算によって発生した固定残業代超過分の「未払い割増賃金（残業
代）」の全額一括精算

3. ​現・新人事部長の交代に関する組合への公式な異動報告書の提出、および
今後の不誠実な対応の是正

 本通知受領後、［６月１２日金］までに誠意ある回答、および具体的な是正スケジュー
ルが提示されない場合、当方は即座に労働基準法第104条に基づく労基署への申告
に踏み切ります。
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 最高裁判例を無視した賃金不払いと、労働組合法を軽視した隠蔽体質を一挙に白
日の下に晒し、企業名公表および社会的信用の失墜をも辞さない構えであることを、
ここに強く通告いたします。

 以上


